研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　南山苑　　　職　種　介護福祉士　　　氏　名　高成　恵里

	期　　間　　平成２０年１２月　３日　～　平成２０年１２月　４日

	出張目的　平成２０年度　認知症対応型サービス事業管理者研修

	出 張 先　県民福祉プラザ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【考察】

今回の研修に参加し、管理者として学んでおかなければならないサービスの基準から管理者だからこそ必要な労務管理など今まで学ぶ事が出来ない事を学ぶ事が出来ました。

研修前に講師の先生より、現在、介護報酬UPについて話し合われており、国へ報告しているとの事でした。介護報酬を３％UPした事で全ての職員の給与が上がると思っていましたが、全ての職員には還元されず、研修や勤務年数が長い施設に還元していく方向で現在進められている事を聞き、私は、普段新聞を読む習慣がなく、全く介護報酬引き上げの話を知りませんでした。

研修の初日から、これから認知症対応型通所介護を管理していくにあたり、何も知らない管理者ではまずいと改めで実感させられ、もう少し、施設だけでなく、もっと周りの動きを良く知る為、新聞やニュースはこまめに見て、情報を収集していかなければいけないと感じました。

また、施設では、多くの利用者様をお預かりし、その中での安全を管理していく為、今回、防災について学びました。実際に火災が起きてしまった時のビデオを見させて頂きましたが、想像以上のものであり、避難訓練としっかり行って行き、常に避難経路や落ち着いて対応できるよう日々訓練が必要であると感じました。施錠管理や防炎規制についても学びましたが、今一度、南陽館の施錠管理について、防炎対象物について理解しておかなければならないと思います。

リスクマネジメントにおいても、管理者としてだけでなく、介護職員の一人として、今後、食事の場面や日常生活の場面においてのリスクを見つけ出し、どうしたら危険・事故を防ぐ事が出来るのかスタッフと演習を行いながら事故を未然に防ぎ、安全なサービスを提供できるよう実践していきたいと考えています。

今回の管理者研修では、利用者が安全に利用して頂く為の管理、必要な基準に沿って経営していく為の管理、スタッフが働きやすい環境を管理と多くの事を学ぶ事が出来たいい研修でした。しかし、今回の研修だけでは、覚えきれなかった事が沢山あり、今後、実際に管理者として、日々一つ一つ勉強しながら学んでいきたいと思います。

また、管理者として学ぶだけでなく、今回、普段地域密着型サービスの事業者の方(特に認知症対応型通所介護)とはどの研修に行っても出会う事が少なく、今回、青森県で実際に行っているスタッフと多く出会う事が出来、情報交換するいい機会を得る事が出来ました。

今回出会えた方とは、今後も情報を交換しながらよりよいサービスを展開していけるよう努力していきたいと思います。

【概要】

1．地域密着型サービス基準について

①地域密着型サービスとは?

認知症高齢者や独居高齢者の増加を踏まえ、高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活を継続出来るようにする観点から、原則として日常生活圏域でサービスの利用及び提供が完結するサービスを新たに類型化し、市町村が事業者の指定及び指導・監督を行う事としたものである。

②地域密着型サービスの種類

1従来にない新しいサービス類型であり、新たに報酬及び基準を設けるもの

· 小規模多機能型居宅介護

· 夜間対応型訪問介護

2現在は主として大規模・広域型となっているサービスについて、小規模の類型型を設けものであり、効率的かつ効果的な運営を確保する観点から基準の設定が必要なもの

· 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護【定員29人以下の特別養護老人ホーム】

· 地域密着型特定施設入居者生活介護【定員29人以下の介護専用型特定施設】

3現存するサービスであり、実態などを踏まえ、必要な報酬及び基準の見直しを行うべきもの

· 認知症対応型共同生活介護【認知症高齢者グループホーム】

· 認知症対応型通所介護

③認知症対応型通所介護人員・設備及び運営基準

1人員基準

管理者　　　　　　　　・・必要な知識経験を有する者で、別に厚生労働大臣が定める研修の修了者

　　　　　　　　　　　　　常勤専従1名　

生活指導員　　　　　　・・単位ごとにサービス提供時間を通じて専従1名以上

看護職員又は介護職員　・・単位ごとに専従の看護職員又は介護職員が２名以上

機能訓練指導員　　　　・・1名以上。当該事業所の他の職務に従事する事ができる

利用定員　　　　　　　・・12名以内

2設備基準

食堂及び機能訓練室　　・・食事の提供の際にその提供に支障がない広さを確保でき、かつ、機能訓練の際にその実施に支障のない広さわ確保できる場合は同一の場所とする事ができる

相談室　　　　　　　　・・遮へい物の設置などにより、相談の内容が漏洩しないよう配慮すること

静養室・事務室

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

3運営基準

1 内容及び手続きの説明及び同意　　　　　　　　　⑯地域と連携

2 提供拒否の禁止　　　　　　　　　　　　　　　　⑰居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止

3 サービス提供困難時の対応　　　　　　　　　　　⑱苦情処理

4 受給資格などの確認　　　　　　　　　　　　　　⑲事故発生時の対応

5 要介護認定の申請に係る援助　　　　　　　　　　⑳会計の区分

6 居宅支援事業所などとの連携　　　　　　　　　  21心身の状況の把握

7 法定代理受領サービスの提供を受ける為の援助　　22利用料等の受領

8 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供　　　　23基本取扱い方針

9 居宅サービス計画などの変更の援助　　　　　　　24具体的取扱い方針

10 サービスの提供の記録　　　　　　　　　　　　　25介護計画の作成・記録の整備

11 保険給付請求のための証明書の交付　　　　　　　26管理者の責務　　　　

12 利用者に関する市町村への通知　　　　　　　　　27運営規定

13 緊急時の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　28勤務体制の確保

14 掲示・広告　　　　　　　　　　　　　　　　　　29定員の遵守

15 秘密保持など　　　　　　　　　　　　　　　　　30非常災害対策衛生管理など

2.介護従事者に対する労働管理について

①労働条件通知書の交付

○最初が肝心

　労働条件通知書の交付は、社員がこれから働く条件について初めて目に見えた形で理解する事ができる書類です。社員は「あ、この会社はきちっとした会社だな」と思い自分自身もしっかりしなければならない。そういう思いで働くことになります。

②これからの管理職

　管理職は、労働条件について労働者から質問は受けた場合に、労働者が納得できるように説明できる知識を深めなければならない。

③勤務表の作成義務

· 勤務表は、法定労働時間の枠内で作成

２８日→160　　２９日→165.7　　３０日→171.4　３１日→177.1

【実務】

1 勤務表は毎月作成する

2 何が何でも法定労働時間内で作成する

3 作成してなければ、1ヶ月単位の変形制は認められない

4 勤務表を超えて働いたら残業扱いする

5 実際の就業時間は、タイムカードで管理する

6 実際の就業時間とタイムカードの時間に「ズレ」がある場合は訂正する

7 訂正する場合は、理由が必要であり、本人からも事情を確認の上訂正すること(勤怠訂正理由書)

8 勤怠訂正理由書は保存おく

④１ヶ月単位の変形労働時間

· 変形労働時間とは

特定の週または日に法定労働時間の枠内を超過することを認める制度です。業務の繋閑に応じ、労働時間の弾力的な部分を認めようとする趣旨です。ただし、「一定時間」を平均して４０時間以内としなければならない。

・1ヶ月の労働時間枠内

　1ヶ月単位の変形労働時間体制とは、１時間以内の一定の期間を平均し、１週間あたりの労働時間が４０時間越えないように定める方法です。


【考察】

労働条件など労務管理については今まで学んだ事がなかった為、今後、スタッフから質問が来た場合などは適切に返答できるよう、今回学んだ事で終わりではなく、日々学習が必要だと感じました。

３．地域密着型サービスの取り組みについて

①２０１５年の高齢者介護～高齢者の尊厳を支えるケアの確立に向けて～

課題

○介護保険制度施行後見えてきた課題

　要介護認定者の増、在宅サービスの脆弱性、認知症高齢者の顕在化、新たなサービスの動き等

目標

○高齢者の尊厳を支えるケアの確立

②認知症ケアの基本的考え方

【認知症高齢者の特徴】

○高齢者本人

・記憶障害の進行→不安・焦燥感→行動障害(徘徊など)

○家族

・知識や理解の欠如→発見の遅れ、受容の困難性、虐待

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

◎認知症ケアの基本=「尊厳の保持」

○「心のケア」　　　　　　　　　　　　　　　　　　「身体ケア」

· 生活や行動全般が対象　　　　　　　　　　　　　　・食事、入浴、排泄などが対象

· 本人のペースに合わせた対応　　　　　　　　　　　・一定の生活リズム

○「関係性の重視」

・「なじみの人間関係」、「なじみの居住空間」

○「継続性」と「専門性」の重要性

· 状態変化に対応した専門的ケア(医療との適時・適切な連携)

○「権利擁護」の必要性

・高齢者本人の意思の代弁

③地域密着型サービスの特徴

1、 原則日常生活圏域の中でサービスを完結

2、 よって計画的にサービスを整備する市町村で利用が完結

3、 事業所の規模は小規模

4、 地域独占サービスを前提

5、 サービス提供は２４時間365日で安心の確保

6、 報酬水準は高くなく、まるめ方式

7、 市町村が事業所を指定や指導監査を行う。また、指定の拒否や独自の基準報酬も可能

8、 住民や利用者家族、関係機関が運営に参加

【考察】

認知症対応形通所介護を行うにあたり、認知症ケアの基本的考え方を理解し、また、講師の先生が話されていましたが、今後、認知症・医療の専門性が問われてくる為、認知症に携わるスタッフは今以上に認知症について理解しケアをしていかなければならないと実感しました。また、地域密着として、今後、地域の方々との交流を深めて行きたいと思います。
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1日、７時間、１０時間、１２時間であってもよく、また、１週間３５時間、４８時間、５０時間であってもいいという制度です。








